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平成２４年度の募集について 1

平成２３年度の事業内容を踏襲して募集を行う予定

１．事業の要件
省 基準 適合す も あ・ 省エネ基準に適合するものであること

・ プロジェクト総体として省CO₂を実現し、先導性に優れるもの
である とであること

・ 平成２４年度に事業着手するものであること 等

２．補助率
・ 設計費、先導的技術に関する建設工事費、マネジメントシス

テム整備費、技術の検証費に対する１／２以内

※ 非住宅は 「全般部門 と「中小規模建築物部門 に分けて※ 非住宅は、「全般部門」と「中小規模建築物部門」に分けて
募集、規模に応じた取り組みを評価する



事業概要（その１） 2

１．趣旨

国が省 実現に優れたリ デ グプ ジ クトとなる住宅国が省CO₂の実現に優れたリーディングプロジェクトとなる住宅・
建築プロジェクトを公募で募り、評価委員会での評価結果に基づ
いて国が採択 整備費等の 部を補助し 支援するいて国が採択、整備費等の一部を補助し、支援する。

■ 特に、東日本大震災後の厳しいエネルギー供給の状況下で■ 特に、東日本大震災後の厳しいエネルギ 供給の状況下で
住宅・建築物の省CO₂対策をさらに徹底して追求することが
必要不可欠となっており、こうした問題意識にたった実効性必要不可欠とな ており、 うした問題意識にた た実効性
の高い応募を期待
⇒ 特定被災区域のプロジェクトは、復興における波及性等

にも配慮して評価

■ 全国の多様な省CO 対策を促進するため 波及性の高い中■ 全国の多様な省CO₂対策を促進するため、波及性の高い中
小規模プロジェクト、地方都市等におけるプロジェクト、共同
住宅プロジェクト 改修プロジェクトなどにも期待住宅プロジェクト、改修プロジェクトなどにも期待

事業概要（その２） 3

２．事業の要件

① 省エネ法の住宅・建築物の省エネ基準を満足するもの
⇒ 新築提案は、省エネ基準に適合（住宅を含む）
⇒ 改修提案は、当該部分が原則省エネ基準に適合

② プロジェクト総体として省CO を実現し 先導性に優れている② プロジェクト総体として省CO₂を実現し、先導性に優れている
プロジェクトであること
⇒ 個別技術だけでなく プロジェクトとして総合化された⇒ 個別技術だけでなく、プロジェクトとして総合化された

ものとして評価
⇒ 先端性・先進性 波及性・普及性の両面から評価⇒ 先端性 先進性、波及性 普及性の両面から評価

③ 平成２４年度に事業着手するもの
⇒ 実施設計又は建設工事に着手
⇒ 遅くとも着手の翌年度には補助対象の出来高が発生

するもの



事業概要（その３） 4

３．対象事業

①住宅 建築物 新築①住宅・建築物の新築
②既存の住宅・建築物の改修
③省CO のマネジメントシステムの整備③省CO₂のマネジメントシステムの整備
④省CO₂に関する技術の検証（社会実験・展示）

４．補助対象

・設計費＊設計費
・先導的な省CO₂技術に係る建築構造、建築設備等の整備に

要する費用要する費用
・省CO₂マネジメントシステム整備、効果の検証等に要する費用

＊先導的な省CO 技術に係るもので 国土交通省により認められたもの＊先導的な省CO₂技術に係るもので、国土交通省により認められたもの

５．補助率：１／２以内

対象事業と部門 5

【事業の種類】 【建物種別】 【部 門】

① 住宅・建築物の新築 Ａ．一般部門建築物（非住宅）① 住宅 建築物の新築 Ａ． 般部門建築物（非住宅）

Ｂ．中小規模建築物部門
（概ね5,000㎡以下）

住宅

（概ね5,000㎡以下）

Ａ．共同住宅

② 既存の住宅 建築物

Ｂ．戸建住宅

般部門建築物 住宅② 既存の住宅・建築物
の改修

Ａ．一般部門建築物（非住宅）

Ｂ．中小規模建築物部門
（ ㎡ ）

③ 省CO₂のマネジメント
システムの整備 住宅

（概ね5,000㎡以下）

Ａ．共同住宅

④ 省CO₂に関する技術
の検証

住宅 Ａ．共同住宅

Ｂ．戸建住宅

の検証



中小規模建築物部門の概要 6

新築・既存建物の相当程度の割合を占め、
今後の省エネ 省CO 対策の波及 普及が

趣旨
今後の省エネ・省CO₂対策の波及・普及が
期待されている中小規模の建築物における
省エネ・省CO₂対策の促進を支援するもの。

延べ面積が概ね5,000㎡以下の建築物*

省エネ基準を超えた省エネ性能を実現する

対象

省エネ基準を超えた省エネ性能を実現する
省エネ・省CO₂対策に加え、中小規模建築物

お る省 ネ 省 対策 促進 ながるにおける省エネ・省CO₂対策の促進につながる
取り組みを評価

＊最大で１万㎡未満の建築物までを想定
＊全般部門とは区分し 規模に応じた取り組みを評価＊全般部門とは区分し、規模に応じた取り組みを評価

参考：採択事例の概況（１） 7

160

年度別の応募・採択件数（平成２０～２３年度※）

155
140

160

応募

採択
120

採択

98
9180

100

件
数

74
60

件

36
27 2420

40

20
27 24

0

20

成 度 成 度 成 度 成 度平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
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採択事例の地域分布

参考：採択事例の概況（２） 8

 

<北海道> 

●/●/●● 

採択事例の地域分布
（非住宅、共同住宅 計７６件※）
 建物用途 

●街区（複数棟）   ●複合用途 

●事務所    ●病院  

<新潟県> 

●●/● <福島県> 

● 

<栃木県>
<長野県>

●学校       ●商業施設 

●ホテル    ●研究所  

●共同住宅    ●その他 

<兵庫県> 
都府

<石川県> 

●/● 

<栃木県>

● 

<埼玉県>

<長野県>

●/● 

●/●/●/●● 

● 

<千葉県> 

<京都府> 

●/● 

<埼玉県> 

●/●/● 

<福岡県> 

●

<東京都> 

●●● 

●/● 
● 

<大阪府> <愛知県> 

●●●●●●● 

●●●●●●●●● 

●●● 

●●●

<神奈川県> 

●●/●/●/● 

● <佐賀県> 

●

<徳島県> 

●

<静岡県> 

● 
<奈良県> 

● 

●●●/●/● 

●/●/● 

●●/●●/● ●●●

● 

● ● 

※複数場所にわたるマネジメントや技術の検証等を除く

採択事例の立地場所

参考：採択事例の概況（３） 9

<北海道>

採択事例の立地場所
（戸建住宅 計986件※）

 <北海道>

○  1 件 

● 17 件 

 ◎ 一般部門 

○ 戸建工務店部門 

● 建売戸建部門 <富山県>

<青森県> 

● 3 件 

<岩手県> 

○ 件
<新潟県> ● 建売戸建部門 

<福島県> 

◎ 4 件

<富山県> 

○ 2 件 

● 2 件 

<石川県> 

● 1 件 

<滋賀県> 

◎  3 件 

○ 12 件 

●  2 件 

<山口県> 

◎ 3 件 

○ 6 件

○ 10 件 

<山形県> 

○ 1 件 

○ 5 件 

<大阪府> 

◎ 17 件 

○ 12 件 

● 件

※平成２３年９月現在の
竣工、着工数

◎ 4 件 

○ 2 件 

● 2 件 
<兵庫県> 

◎  9 件 

○ 10 件 

● 7 件 栃

<群馬県> 

○ 15 件 

○ 6 件
<京都府> 

◎  4 件 

○ 13 件 

● 22 件 

● 26 件
<鳥取県> 

● 5 件 

<岡山県>

○ 6 件 

<福井県> 

○ 8 件 
<広島県> 

◎  1 件 

○  1 件 

● 17 件 

<茨城県> 

◎  9 件 

○ 12 件 

● 5 件

●  7 件

<福岡県> 

◎  6 件 

○ 15 件 

● 20 件

<栃木県>

◎ 2 件 

○ 2 件 

● 2 件 

●  5 件

<岐阜県> 

● 20 件
<佐賀県> 

◎ 2 件 

○ 3 件 

<熊本県>
<静岡県> 

<埼玉県> 

◎ 25 件 

○  9 件 

● 93 件

<東京都> 

◎  14 件 

<山梨県> 

○ 8 件 <奈良県> 

<神奈川県 > 

◎ 19 件 

○ 8 件

◎  4 件 

○ 16 件 

●  5 件 

<熊本県> 

◎  1 件 

○ 18 件 

<大分県> 

○ 2 件 

<徳島県> 

○ 4 件 

● 5 件 

<香川県> 

◎ 1 件

<三重県> 

○ 4 件

◎ 2 件 

○ 7 件 

● 3 件 

<長野県> 

○ 11 件 

●  5 件 
<愛知県> 

◎ 19 件

<千葉県 > 

◎ 28 件 

○ 10 件 

● 68 件 

● 93 件
○  14 件 

● 124 件 

<和歌山県> 

◎ 8 件 

● 4 件

◎ 33 件 

○  4 件 

○  8 件 

● 42 件 
<宮崎県> 

○ 8 件 

<鹿児島県> 

○ 1 件 

◎ 1 件 

○ 2 件 

 <愛媛県> 

○ 2 件 

○ 4 件 

● 5 件 

◎ 19 件 

○ 20 件 
● 4 件



採択事例の建物用途別の採択件数

参考：採択事例の概況（４） 10

採択事例の建物用途別の採択件数
（平成２０～２３年度 合計※）

2

30
新築 改修

マネジメント 技術の検証 2

2
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20
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マネジメント 技術の検証
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1

15

20

件
数

221

2 1
2 210

件

9
11

13

3

8
5

2

1
2

1

8

1

15

3 2 11
1 1

0

街区
(複数棟)

複合
用途

事務所 商業
施設

ホテル 病院 学校 研究所 その他 共同
住宅

戸建
住宅(複数棟) 用途 施設 住宅 住宅

※戸建特定部門、特定被災区域部門を除く

採択事例の建物規模別 地域別の採択件数<非住宅>

参考：採択事例の概況（５） 11

採択事例の建物規模別・地域別の採択件数<非住宅>
（平成２０～２３年度 合計※）

18

20 三大都市 その他

514

16

14

12

10

12

14

数

12

4

6

8

10

件

7 7

12

4

6

4

0

2

～1万㎡ 1～5万㎡ 5～10万㎡ 10万㎡～
※特定被災区域部門を除く


